
店舗の外装・内装の権利化 

（意匠登録か商標登録か） 

  

  

意匠法の大幅な改正がこの４月１日から施行され、意匠登録の対象に「建築物の外観デザインや内装デ

ザイン」が加わりました。この「建築物の外観デザインや内装デザイン」は、意匠のみならず、商標でも

「トレードドレス」として保護の対象かどうかということで時折議論されます。 

  

例えば、レストランの建物に目立った特徴があることで、そのレストランの建物をみれば看板を見なく

とも「あのレストランだ」と認識することができる場合、その建物のデザイン自体にレストランサービス

の提供元（出所元）を識別・表示するといった商標の機能が備わっていることになります。不正競争防止

法の事件ではありますが、コーヒーチェーン店の建物の外観が「商品等表示」（出所表示）に該当すると

して外観が似ている建物の使用を禁じた仮処分決定が出された事件（平成 28 年 12 月）がありました。 

    

「トレードドレス」とは、文字通り「取引での装い」であり、商品・サービスの取引で使用される「装

い」となります。典型的には商品の形状や包装・ラベル等が該当しますが、店舗等の外装・内装も「トレ

ードドレス」に含まれます。商品の形状・包装・ラベル等は立体商標や位置商標等の態様で商標登録する

ことができますが、店舗等の外装・内装デザインも必ずしも商標登録が不可能な訳でありません。 

 店舗外観の立体的形状のみからなる商標は、審査基準では、原則として商標法第 3 条 1 項 3 号又は 6 

号に該当すると判断され、商標登録は殆ど不可能です。しかし、長年の使用により当該形状の建物が特定

の事業者の販売・提供にかかる商品・役務を示すという識別力を獲得すれば登録可能となります。また、

建物の形状と識別力のある他の語・図形等を組み合わせた商標（立体商標）も登録可能です。ご参考まで

に店舗外観の商標登録が認められた例と拒絶された例を紹介します。 

  

 



  

今般、意匠法の改正を機に、商標については、商標法の施行規則で立体商標の実線・破線等での描き分

け、願書への「商標の詳細な説明」欄の採用等について改正が行われ、更に、審査基準及び審査便覧の改

訂（2020.4.1）により店舗等建物の外観や内装を立体商標・位置商標等で出願する場合の「図面」の描き

方の指針を示しています。これにより、建築物の図面の描き方、「商標の詳細な説明」欄での記述に留意

することで店舗等建物の外観や内装の商標出願がし易くなるものと思われます。 

  

 ＊注意： 2020.4.1 に改定された審査基準でも以下の点は変更ありません。 

・建築、不動産業等の建築物を取り扱う役務についての建築物の形状に過ぎないと認識される立体商標

は、商標法第 3 条 1 項 3 号に該当。 

・指定商品又は指定役務を取り扱う店舗等の形状に過ぎないと認識される立体商標は、同条 1 項 6 号に

該当。 

  

こうなると、特徴あるデザインの店舗の外観や内装を権利化する場合、商標で登録するか、意匠で登録

するかの悩みが生じます。また、権利侵害回避のためにはその採用前に登録済みの商標や意匠の調査も

必要になってきます。しかし、このような商標か意匠かの問題は、これまでも既に商品の形状・包装・ラ

ベル等でも生じています。以下は、商品パッケージの商標登録と意匠登録の例です。 

  

 

  

ここで、商標登録と意匠登録の違いを簡単にみてみましょう。 

  

 

   



 なお、権利範囲についていえば、意匠・商標とも類似の範囲まで権利が及びます。しかし、類否判断で

は、商標は商品・役務の出所混同の観点で検討されるのに対し、意匠ではデザインの美観の観点で検討さ

れます。しかし、美観が類似するかどうかの判断は難しいし、実際には、意匠を見る者の注意を最もひき

やすい部分を重要視したり、お互いの意匠の共通点・相違点を考察したりする点で商標の類否検討と共

通するところであります。 

  

 また、商標権は、商品のパッケージや建物の外装はそれが使用される商品・役務（薬、菓子、小売、レ

ストラン等）の指定状況が問題になってきますが、意匠では、物品（建物）の用途・機能が同一・類似で

あるかどうかも考慮されるため梱包箱の意匠が薬品・食品のいずれにも適用されようが権利が及びます。

商品のパッケージや建物の外装・内装の意匠登録・商標登録の調査にあたってはこの点注意が必要です。 

建物（外装・内装）の商標や意匠の調査については、商標では図形分類「46 店舗の外観又は内装」の

各コードで検索することになりますが、意匠では「L3－2000 建物」、「L3－7 内装」の意匠分類での検

索となります。 

 

  

以上、今回の意匠法改正で新たに登録対象に追加された建物の外装や内装は、商標でも問題になってく

ることの紹介でした。 

  

以上 

（2020 年 5 月） 

  

                              


